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   第 ３ 回  熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

令和３年６月30日(水曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前10時49分休憩 

            午前10時54分開議 

            午前11時35分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第１号 令和３年度熊本県一般会計

補正予算(第６号) 

議案第７号 熊本県ふるさと・水と土保

全基金条例の一部を改正する条例の制

定について 

議案第12号 工事請負契約の変更につい

て 

議案第13号 工事請負契約の変更につい

て 

報告第１号 令和２年度熊本県一般会計

繰越明許費繰越計算書の報告について 

のうち 

報告第３号 令和２年度熊本県一般会計

事故繰越し繰越計算書の報告について 

のうち 

報告第11号 地産地消の推進に関する施

策の報告について 

請第28号 新型コロナ禍による米危機の改

善を求める請願 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 末 松 直 洋 

        副委員長 楠 本 千 秋 

        委  員 前 川   收 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 磯 田   毅 

委  員 山 本 伸 裕 

委  員 荒 川 知 章 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 竹 内 信 義 

       政策審議監 阪 本 清 貴 

      生産経営局長 下 田 安 幸 

      農村振興局長 渡 邉 昌 明 

        森林局長 大 岩 禎 一 

        水産局長 山 田 雅 章 

       首席審議員 

兼農林水産政策課長 深 川 元 樹 

団体支援課長 加 藤 栄 一 

 流通アグリビジネス課長 中 島   豪 

首席審議員 

     兼農業技術課長 酒瀬川 美 鈴 

      農産園芸課長 楮 本 亮 治

         政策監 武 田 好 文 

        畜産課長 上 村 佳 朗 

  農地・担い手支援課長 髙 野   真 

      農村計画課長 清 藤 浩 文 

      農地整備課長 青 木 公 平 

     むらづくり課長 𠮷 住 俊 郎 

      技術管理課長 德 永 昭 彦 

      森林整備課長 笹 木 征 道 

      林業振興課長 山 下 裕 史 

森林保全課長 中 尾 倫 仁 

      水産振興課長 堀 田 英 一 

    漁港漁場整備課長 植 野 幹 博 

農業研究センター所長 山 下 浩 次 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 平 江 正 博 

     政務調査課主幹 小 田 裕 一 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○末松直洋委員長 皆さん、おはようござい
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ます。第３回農林水産常任委員会を開会いた

します。 

 まず、今回付託された請第28号について、

提出者から趣旨説明の申出があっております

ので、これを許可したいと思います。 

 それでは、説明者を入室させてください。 

  （請第28号の説明者入室) 

○末松直洋委員長 説明者の方に申し上げま

す。 

 各委員には、請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡単にお願いいたします。 

  （請第28号の説明者の趣旨説明) 

○末松直洋委員長 趣旨はよく分かりまし

た。後でよく審査をいたしますので、本日は

これでお引取りください。 

  （請第28号の説明者退室) 

○末松直洋委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案を議題とし、これについて審査を行

います。 

 なお、前回の４月の委員会と同様に、新型

コロナウイルス感染症対策として、３密を防

ぐために、次第に記載のとおり、執行部を前

半と後半の２つのグループに分けて、それぞ

れのグループごとに執行部の説明及び質疑を

行い、全ての質疑が終了した後に採決を行い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 また、本日の委員会は、前回と同様に、マ

スコミ等の入室を一部制限しており、これに

対処するために、本日の委員会の様子をパソ

コン等で視聴できるように庁内に配信してお

りますので、発言内容が聞き取りやすいよう

に、マイクに少し近づいて、明瞭に発言して

いただきますようお願いいたします。 

 なお、執行部からの説明及び質疑応答は、

効率よく進めるために、着座のまま簡潔にお

願いいたします。 

 それでは、竹内農林水産部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から順次説明をお

願いいたします。 

 

○竹内農林水産部長 本日もよろしくお願い

申し上げます。 

 今定例会に提案しております議案の説明に

先立ちまして、当部におきます災害への対応

状況及び新型コロナウイルス感染症に対する

取組について御報告させていただきます。 

 まず、災害への対応といたしまして、昨年

７月豪雨による被災を踏まえ、出水期までに

安全確認を徹底させるため、全国に先駆け、

例年よりも10日早く山地防災パトロールを実

施いたしました。 

 さらに、球磨川流域で緊急対策を予定して

いた10か所の治山ダムにおきまして、堆積し

た土砂や流木の撤去に全て着手するなど、県

内各地域で災害復旧及び災害の事前防止の取

組を加速しております。 

 また、復旧・復興プランにおける喫緊の取

組である流域全体の総合力による緑の流域治

水を実現するため、人吉・球磨地域の７市町

村において、約270ヘクタールをモデル地区

に田んぼダムの実証実験に着手しておりま

す。 

 今年は、平年より20日も早い梅雨入りとな

りましたが、５月中旬から下旬の大雨によ

り、八代地域や阿蘇地域などで麦の倒伏やジ

ャガイモ畑の冠水といった農作物被害が報告

されており、上益城管内や南阿蘇村などを中

心に、農地、農業用施設、治山施設などの被

害も報告されております。現時点での被害額

は、農業、林業合わせまして、約23億円とな

っております。 

 昨年に比べれば、今のところ被害規模はそ

こまで大きくはありませんが、いまだ梅雨の

真っただ中にあることから、県民の安全、安

心を守る防災、減災に着実に取り組むととも

に、令和２年７月豪雨災害からの一日も早い

復旧、復興に向け、農林水産部を挙げて精い

っぱい取り組んでまいります。 

 次に、新型コロナウイルス感染症に対する

取組についてです。 
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 県産農林水産物への影響額を継続的に把握

しておりますが、令和２年１月から今年５月

までの17か月間の累計で132.3億円に達して

おります。直近３か月では、水産物、花卉、

トマトなどを中心に11億円の売上減少が見ら

れますが、前年同期と比べ、その影響額は５

分の１程度にとどまっております。依然、継

続的な影響が見られる品目もあり、引き続

き、品目に応じたきめ細やかな対策が必要な

状況です。 

 このため、今定例会では、外食、インバウ

ンド需要低迷の長期化の影響を受けている県

産農林水産物等の消費喚起と安定的な販路確

保のための予算に加え、農林水産業に従事す

る方々のセーフティーネットである収入保険

の加入促進を図るための予算を提案しており

ます。 

 引き続き、農林漁業者の方々が希望を持っ

て経営を継続できるよう、関係団体と連携

し、適時適切な支援を行ってまいります。 

 それでは、今回提案しております議案等の

概要を御説明させていただきます。 

 予算関係は、補正予算が１件、繰越しに係

る報告が２件です。 

 また、条例等関係では、条例改正が１件、

工事関係が２件、施策の報告が１件です。 

 まず、予算関係では、先ほど申し上げまし

た新型コロナウイルス感染症へのさらなる対

応のほか、国の防災・減災、国土強靱化のた

めの５か年加速化対策や総合的なＴＰＰ等関

連政策大綱に基づく施策への対応として、３

億円余の増額補正を提案しております。 

 また、報告案件として、令和２年度一般会

計繰越計算書の報告が２件ございます。 

 次に、条例等関係では、熊本県ふるさと・

水と土保全基金条例の一部改正と工事請負契

約の変更が２件、施策の報告として、地産地

消の推進に関する施策の報告がございます。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

す。 

 詳細につきましては、この後、それぞれ担

当課長から説明させますので、御審議のほど

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

○末松直洋委員長 次に、付託議案等につい

て、担当課長から資料に従い順次説明をお願

いいたします。 

 

○深川農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 農林水産常任委員会説明資料(予算関係及

び条例等関係)について説明させていただき

ます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 令和３年度６月補正予算総括表でございま

す。 

 表の左から３番目の欄、６月補正額(B)の

欄の一番下、合計欄を御覧ください。 

 農林水産部の６月補正の合計額は、３億 

1,900万円余の増額補正で、６月補正後の総

額は、同じく合計欄の一番右のとおり、772

億円余となっております。 

 内容としましては、冒頭の部長の総括説明

にもございましたとおり、新型コロナウイル

ス感染症へのさらなる対応のほか、国の防

災・減災、国土強靱化のための対策、ＴＰＰ

対策等に必要な予算を提案しております。詳

細につきましては、後ほど各課から説明いた

します。 

 今回の６月補正予算では、新型コロナウイ

ルス感染症への対応に関するものも含まれて

おりますので、ここで、農林水産常任委員会

説明資料の別添資料、新型コロナウイルス感

染症拡大による農林水産物への影響について

を御覧ください。 

 別添資料、１ページをお願いいたします。 

 表の左から２番目、影響額の欄の一番下の

(計)欄を御覧ください。 

 部長の総括説明にもありましたとおり、令

和３年３月から５月までの３か月間の影響額
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は、11.8億円となっており、昨年度の同時期

の影響額57.5億円と比較すると、影響額その

ものは５分の１程度にとどまっております。

品目別に影響が大きかったものは、順に、水

産物、花卉、トマトの順となっております。 

 表の上の四角囲みの説明文中、３つ目の丸

を御覧ください。 

 令和２年１月から今年５月までの影響額合

計は、132.3億円となっております。依然、

継続的な影響が見られる品目もあり、引き続

き支援策を講じていくことが必要となってお

ります。 

 ２ページをお願いします。 

 これは、農林漁業者に対する支援策につい

て、県だけでなく国等の支援策を含め、総合

的に取りまとめたものです。 

 今回御説明したような影響に対しまして

は、これまで、品目ごとに、きめ細やかに、

かつ切れ目なく、生産流通対策や消費喚起

策、金融支援等を講じてきたところです。こ

の支援策一覧につきましても、関係団体を通

じて、周知、活用促進を図るとともに、県庁

ホームページに掲載し、随時更新しておりま

す。 

 今後も、生産者や団体等との意見交換、連

携強化を通じまして、適時適切な支援を講じ

てまいります。 

 それでは、元の農林水産常任委員会説明資

料(予算関係及び条例等関係)にお戻りくださ

い。 

 ３ページをお願いします。 

 目次の下に、資料に用いている凡例につい

て、米印資料凡例として説明欄を設けており

ます。 

 これは、これから６月補正予算の詳細につ

きまして、各課から御説明申し上げますが、

まず、事業自体が新設の場合は、事業名の前

にマル新、事業の一部が新規の場合は、新た

に実施する事業内容の前にマル新と表記して

おります。また、四角囲みでコロナ対策とあ

りますのは、新型コロナウイルス感染症に対

応する施策となります。同様に、強靱化とあ

りますのは、防災・減災、国土強靱化のため

の５か年加速化対策に基づいた施策、ＴＰＰ

とありますのは、総合的なＴＰＰ等関連政策

大綱に基づいた施策となっております。 

 それでは、6月補正の内容につきまして、

各課から主なものについて御説明申し上げま

す。 

 農林水産政策課は以上です。 

 

○加藤団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 農業共済制度等普及推進費、説明欄の収入

保険加入緊急支援事業は、新規事業でござい

ますが、コロナ禍の影響が見通せない中で、

農業経営リスクの低減等を図ることを目的と

して、熊本県農業共済組合が行います収入保

険の保険料低減の取組、具体的には、新規加

入者の保険料及び既加入者の掛金増加分に対

する助成でございます。 

 また、農業保険制度の加入メリット等の周

知啓発を図る経費と合わせまして、この事業

は、コロナ臨時交付金を活用しております。

個人事業者の加入申込期限であります12月に

かけて、既存事業と連動し、集中的に広報及

び加入促進活動を展開してまいります 

 団体支援課は以上です。 

 

○中島流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 ６ページをお願いします。 

 説明欄、県産農林水産物等緊急流通対策事

業は、新型コロナウイルス感染症拡大によっ

て流通の停滞が見込まれる県産農林水産物等

の販売促進及び県産水産物を提供するフェア

に要する経費です。 

 具体的には、インターネット通販サイトを

活用したキャンペーンや地産地消協力店にお
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ける県内消費促進フェア、そして県外量販店

と連携した熊本の魚の消費拡大フェアに取り

組みます。 

 流通アグリビジネス課は以上です。 

 

○楮本農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 ７ページをお願いいたします。 

 農作物対策費として３事業を計上しており

ますけれども、３事業とも国の令和２年度３

次補正に対応した新規事業でございます。 

 まず、２段目、農業気象対策事業費の説明

欄、園芸産地における事業継続強化対策事業

は、災害に強い産地づくりに必要なハウス補

強等に対する助成でございます。 

 ３段目の麦・大豆等水田農業の生産体制強

化事業は、水田に作付されます麦、大豆の需

要に対応した生産体制強化の取組に対する助

成でございます。 

 最下段の水田リノベーション事業は、水田

作物、輸出米とか野菜等高収益作物などが対

象になりますけれども、その需要創出のため

の機械、施設の整備に対する助成でございま

す。 

 農産園芸課は以上でございます。 

 

○上村畜産課長 畜産課でございます。 

 ８ページをお願いします。 

 畜産物市場流通戦略対策事業費でございま

す。 

 説明欄の畜産物輸出コンソーシアム推進対

策事業は、畜産物輸出に向けた組織設立とそ

の輸出促進活動に対する助成でございます。 

 具体的には、生産者、食肉処理施設や乳業

メーカー及び輸出事業者が連携し、生産から

輸出まで一貫した輸出促進を行う組織である

コンソーシアムの設立や販売促進活動、さら

には、輸出先国からの要求である動物福祉に

配慮した鼻かんを用いない牛の誘導方法の試

験的取組などへの支援を行う事業でございま

す。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○深川農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 ここからは、報告第１号、令和２年度熊本

県一般会計繰越明許費繰越計算書の報告につ

いてになります。 

 12ページの表は、11月、２月の定例会にて

御承認いただきました令和２年度一般会計繰

越明許費の総括表でございます。 

 件数及び繰越額の一番下の計の欄を御覧く

ださい。 

 農林水産部全体で、1,060件、528億8,000

万円余の繰越しとなっております。 

 繰越明許費の繰越理由として、左の内訳の

欄のとおり、３つに整理しております。 

 計画に関する諸条件は、各種協議や計画内

容に係る地元との調整に不測の日数を要した

もののほか、国の補正予算に基づくもので、

交付決定が年度末となり、工期の確保ができ

なかったものなど、626件、380億5,000万円

余で、全体の72％を占めるものです。 

 資材の入手難は、建築土木資材等の入手に

不測の日数を要したものなど、175件、69億

3,000万円余で、全体の13％となっておりま

す。 

 その他は、工法の見直しに必要な調査や検

討、用地補償の交渉等に不測の日数を要した

ものなど、259件、78億9,000万円余となって

おります。 

 明許繰越しの詳細につきましては、13ペー

ジから33ページにかけて記載しております

が、私から幾つか事例を挙げて一括で御説明

申し上げます。 

 まず、計画に関する諸条件につきまして

は、20ページをお願いいたします。 

 最下段の農業生産基盤整備事業費でござい

ますが、国の補正予算の交付時期が年度末と
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なったもののほか、隣接する河川や道路の管

理者との協議、調整に不測の日数を要したこ

となどの理由により、やむを得ず年度内の完

了が困難となったものでございます。 

 資材の入手難につきましては、同じページ

の下から２段目の団体営農業農村整備事業費

で説明しますと、新型コロナウイルスの感染

拡大による影響から、コンクリート２次製品

等の納期に遅れが生じ、やむを得ず年度内の

完了が困難となったものでございます。 

 28ページをお願いします。 

 その他につきましては、一番上の段の治山

事業費を例に説明しますと、設計に関する諸

条件や用地の関係、補償処理の困難等が該当

し、例えば、自然災害により、計画地の状況

が変動したため、工法の見直し等が必要とな

り、その検討に不測の日数を要し、やむを得

ず年度内の完了が困難となったものなどにな

ります。 

 次に、34ページをお願いします。 

 ここからは、報告第３号、令和２年度熊本

県一般会計事故繰越し繰越計算書の報告につ

いてになります。 

 令和２年度一般会計事故繰越し繰越計算書

の総括表になります。 

 件数及び繰越額の一番下の計の欄を御覧く

ださい。 

 農林水産部全体で、148件、68億円余の繰

越しとなっております。 

 事故繰越の詳細につきましては、35ページ

から44ページにかけて記載しておりますが、

各課から主なものについて御説明申し上げま

す。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○楮本農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 35ページをお願いいたします。 

 産地パワーアップ事業費につきましては、

３億400万円余、２件を繰越ししております

が、新型コロナによりまして作業員の確保が

できず、工事施工体制を見直したこと、ま

た、機械部品等の資材確保が困難になったこ

とから、工事施工に不測の日数を要したもの

でございます。１件は既に完了しておりま

す。残り１件も９月には完了の見込みとなっ

てございます。 

 農産園芸課は以上でございます。 

 

○上村畜産課長 畜産課でございます。 

 36ページをお願いします。 

 １段目の畜産クラスター事業費につきまし

ては、令和２年７月豪雨の影響により、施工

業者における人員確保及び資材確保が困難と

なったもの１件となっております。この事業

につきましては、４月末までに完了しており

ます。 

 ２段目の家畜衛生管理指導事業費につきま

しては、新型コロナウイルス感染拡大の影響

により資材確保が困難となったもの34件とな

っております。繰越しした箇所のうち、11件

は６月末までに完了いたしました。残る23件

も年内完了を予定しております。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○髙野農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 37ページをお願いします。 

 熊本地震被災農業施設復旧支援事業費につ

きましては、農業用倉庫等の復旧工事への補

助ですが、村が実施する震災後の宅地復旧ほ

か公共工事が遅延し、その調整が必要となり

工事着手が遅れたもので、今年度内の完了を

予定しております。 

 農地・担い手支援課は以上です。 

 

○植野漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 44ページをお願いします。 

 水産物供給基盤機能保全事業費につきまし
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ては、水俣市の漁港の防波堤の補修工事にお

きまして、新型コロナ感染防止対策で、人員

配置等の工事施工体制の見直し及び工事に使

用します鋼矢板の入手が遅れたことによりま

して、不測の日数を要したため、事故繰越す

るものでございます。 

 なお、２件と書いてありますが、これは、

工事を元年度予算と２年度予算を合併して発

注しておりまして、工事は１つですが、繰越

しの件数としては２件となっております。工

事は、７月末には完了する予定でございま

す。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○中島流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 報告第11号、地産地消の推進に関する施策

の報告について説明いたします。 

 資料は、51ページから57ページまでに議案

を、59ページから88ページまでに令和３年度

の計画と令和２年度の実績の詳細資料を載せ

ております。説明は、58ページを使用させて

いただきます。 

 58ページをお開きください。 

 ２、報告の内容を御覧ください。 

 令和２年度につきましては、全体で11部局

91施策に取り組みました。 

 令和３年度につきましては、(1)から(5)の

５つの観点から、11部局78施策に取り組んで

まいります。 

 まず、１つ目は、県民の県内農林水産物等

への理解の深化及び郷土愛の育成で、７部局

23施策の取組を行います。 

 県民の地産地消への関心を喚起し、実際の

地産地消行動につなげるため、地産地消協力

店と連携して、テレビなどのメディアを活用

した効果的なＰＲを展開してまいります。 

 ２点目は、県内農林水産物等の流通の促進

及び消費の拡大で、８部局26施策の取組を行

います。 

 県内の直売所や量販店等におけます販売促

進活動を支援し、県産農林水産物等の流通の

促進と消費の拡大を図ってまいります。 

 特に今年度は、直売所等での農林水産物の

品ぞろえを充実させるため、直売所間をつな

ぐ物流ネットワークの構築に取り組みます。

また、昨年の７月豪雨で被災した球磨川流域

で生産される農林水産物の販路拡大の取組を

支援してまいります。 

 ３点目は、経済循環及び地域活性化で、５

部局18施策の取組を行います。 

 農林水産業と商工業、観光産業等との連携

により、生産者により高い利益をもたらす加

工食品の開発などの６次産業化への取組を進

めます。 

 ４点目は、農林水産業が果たす多面的機能

の再認識で、２部局８施策の取組を行いま

す。 

 生産者と消費者、都市と農山漁村の共生関

係づくりを進めるくまもと食・農ネットワー

クの取組など県民と一体となって地産地消の

取組を進めてまいります。 

 ５点目は、条例の周知、意識の啓発等、条

例の直接的な推進に係る取組で、７部局３施

策の取組を行います。 

 県の地産地消サイトなど、様々な広報媒体

の活用や各種イベントなどの機会を通じて、

県民への条例の周知、浸透を図ってまいりま

す。 

 流通アグリビジネス課からの報告は以上で

す。 

 

○末松直洋委員長 以上で前半グループの説

明が終わりましたので、質疑を受けたいと思

います。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のまま説明をしてください。 

 それでは、質疑はございませんか。 
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○前川收委員 ５ページの団体支援課、収入

保険についてしたいと思います。 

 ただいまの説明によりますと、今回のコロ

ナ対策の費用を用いて、収入保険の保険料の

助成をしていただくということでありまし

て、これ多分全国一律じゃなくて、幾つかの

県はやっていただいているとは思いますけれ

ども、熊本独自の取組だというふうに受け止

めております。 

 その具体的な内容ですね。最初に、新規で

入っていただく皆さん方に対して、どれだけ

の助成があるのかということが１つ、それか

ら、そもそもの収入保険の問題点は皆さんと

共有してきたつもりでありますが、最初に加

入するときに物すごく農家にとっては高額の

保険料になってしまうと。１回目が一番高い

ということになってまして、導入になかなか

ならないということで、その１回目部分を平

準化すべきだということを、私も議連の活動

等々を通じながら、農水省にも直接訴えさせ

ていただいてきておりますが、今回その部分

とは別な部分で補助が出たにしても、あくま

でコロナ対策でありますから、これが来年度

以降続くかどうかというのは、なかなか誰も

確定的に言えない話でありますから、この後

のことも含めてお考えがあれば教えていただ

きたいと思います。それがまず第１点であり

ます。 

 

○加藤団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 今のお尋ねの部分につきまして、まず、高

額なものというところで、これは様々なとこ

ろから要望等があっておりまして、その積立

ての方式部分、こちらが一番ネックになって

おるかと思います。約1,000万の平均の収入

があられる方で22.5万円の積立てと、ここが

ネックになっておるかと思います。 

 ただ、先生も御指摘されたとおり、保険方

式の掛け捨て部分、今回、こちらのほうに補

助金、県の共済組合が助成する低減の取組と

して、上限を６万円として、その掛金の部分

の３分の１相当を出すというところで制度設

計しております。 

 また、お尋ねの来年度以降の部分につきま

しては、現時点、直近で2,123経営体の方に

御参画していただいておりますが、今年度の

加入目標が、2,800まで約700件ほど増加を見

込むというところで考えております。 

 したがいまして、まずは加入のほうの目標

の達成、こちらのほうに向けて努力していき

たいと考えております。こちらのほうの加入

の達成の見込み、こちらのほうが立つのを見

越して、また国のほうへの要望等、こちらの

ほうを働きかけてまいりたいと思います。 

 団体支援課は以上です。 

 

○前川收委員 今年の加入目標をしっかり達

成していただくということが第一義だという

お話であって、それはそのとおりだと思いま

すが、その達成をした上で、多分、この保険

の見直しの時期が、来年、再来年ぐらいに国

全体の見直しの時期が――５年間とりあえず

やって、５年後に見直すという話だったと思

ってますけれども、その時期が近づいてくる

というふうに思ってます。 

 そこでですけれども、いわゆるこの臨時交

付金を使って今年は安くしましたという話で

も、来年また交付金がない状況の中に陥った

ときは元に戻るということになるのかなと、

来年加入の人たちはですね。その辺のところ

がちょっと心配なんですけれども、そこには

何かお考えがあるんですか。来年のことは分

からぬちゃ分からぬでしょうし、今やること

が悪いわけじゃなくて、それは当然やらなき

ゃいけない、やっていただいたほうがありが

たいんですけれども、その部分については、

何かお考えありますか。 
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○加藤団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 今まさしく御指摘のとおりでございまし

て、今共済組合のほうともいろいろ意見交換

をしております。それの中には、団体で産地

全体としてリスクをどう回避していくかとい

うところで、団体の割引の制度、また、長期

間加入されましたら低減をしていく、こうい

ったものと組み合わせまして、今後の加入促

進策を検討していきたいと思っております。 

 したがいまして、直接補助をするかどう

か、これは、状況を見極めながら検討してい

きたいと思いますし、また、国への要望の際

には、御支援のほうをよろしくお願いしたい

と思います。 

 説明は以上です。 

 

○前川收委員 ぜひ、そのような形で継続的

に――今回非常に、コロナ給付金を使って、

熊本県は独自にその低減策を打っていただい

たことはとてもありがたいことですし、とて

も有意義なことだと思ってますけれども、で

きれば、その潜在的にある問題点、この保険

のですね。保険制度そのものはとてもいいん

ですけれども、入りにくい、入りにくいとい

うか高くて入れないというのが、初期投資が

かなり必要だという話になってまして、その

部分を、農林水産省も初期を下げてたくさん

入ってもらうと。保険制度は、そのほうが成

り立ちやすいということですね。加入者が多

ければ多いほど保険はやりやすくなるわけ

で、うまく財政的には回るわけでありますか

ら、そういうことも、農林水産省には、私は

個人的にはお話をさせていただいてますけれ

ども、ぜひ、そういう制度設計も含めてしっ

かり議論していただき、要望していただけれ

ばと思いますので、よろしくお願いしたいと

思います。 

 それと、もう一ついいですか。すみませ

ん。 

 このメンバーの中では言いにくい、入れ替

わった後のその他になるかなと思って、ちょ

っと言わせてもらいますけれども、畜産クラ

スター事業、36ページ、事故繰りの中で出て

きております。畜産課長。 

 この事業が、県内の畜産業にとって、ＴＰ

Ｐ対策でとても大きな役割を果たしているこ

とはよく分かっておりますし、事故繰りがあ

ることは仕方ないというふうに思ってます

が、ちょっとこれその他に近いところで大変

恐縮ですけれども、阿蘇で、畜産牛舎の建築

に向けて補助金を出すようにクラスターでは

決まってたけれども、首長さんか誰か何かト

ラブってとにかく出さなかったという経緯が

あり、それが裁判になって、その裁判の結果

としては、自治体のほうに補助金を払えとい

う話になったと。その後上告されたかどうか

私は知りませんけれども、少なくとも１審で

はそういう結果が出たということを、新聞、

マスコミ等を通じながらお話を聞かせていた

だいております。 

 一般論で言えば、この種の事業というの

は、しっかり積み上げて事業をやっていくわ

けでありますから、最初の導入部分から地元

の協議会までつくってあって、協議会の中で

議論を積み上げてやっていくので、途中で補

助金をやめることもないでしょうし、その補

助金が出なかったからといって、それを裁判

で訴えることも非常に珍しいケースだなとい

うふうに思っております。 

 そのことに対してどうこうと言うつもりは

ありませんが、事業として見たときに、そう

いうことにならないような積み上げというの

を県が主導的立場の中でやっていかなければ

いけないというふうに思っておりますが、い

かがでしょうか。 

 

○上村畜産課長 畜産課でございます。 

 先ほど委員がおっしゃったのは新聞に載っ

ていた話で……。 
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○前川收委員 はい、そうです。 

 

○上村畜産課長 新聞に載ってましたので、

実際、甲誠牧場というところが29年度に取り

組まれた事業ですけれども、阿蘇市にその牛

舎建築を進めた際に、地域住民から途中で建

設場所の変更の要望が寄せられました。臭う

かもしれないってことで、実際は今全然臭っ

てないんですけれども。 

 クラスター事業で移転とかの検討をされて

たんですけれども、要は、市は住民側のほう

に立たれて、甲誠牧場については、繰越手続

とか補助事業上必要な手続をされなかったん

です。それで、結局もらえるはずの補助金が

いただけなかったということで裁判をされた

ということで、裁判所のほうも、市にそうい

う権限はないということで、そこはもう認め

られて上告もされなかったんですけれども、

そもそものところとしまして、そういうこ

と、公害問題とか起こらないようにというこ

とでは、もともとヒアリングの段階から事前

確認のチェックリストというのをちゃんとお

互い共有しまして、県からの指導として、市

町村等の関係の条例とか手続が必要ないかと

か、住民とのトラブルないかとか、説明会は

ちゃんとやったほうがいいですよとか、そう

いうことの指導をしております。これまでは

全くそういうのはなかったんですけれども、

当時のやつでは、一部の方が不安に駆られて

要望されたということで、それがちょっとだ

んだん話が大きくなりまして、引くに引けな

いようになった状態でございます。そういう

ことがないように、常にクラスターでは指導

をしているところです。 

 

○前川收委員 ないように指導していただく

のは当たり前のことなんだけれども、あった

わけですから。そのあったことを前提に、そ

ういうことにより一層地元との協議も含めて

しっかり認知を取りながらやっていくと、御

了解をいただきながらやっていくという手順

が必要だと私は思ってます。 

 臭いがあるなしというのは、なかなか住ん

でる方にとっては――住民側の意見も分から

ぬじゃないですよ。その住民の意見を背景

に、市のほうが住民の側に立つということが

あったということも、それは分からぬじゃな

い。ただ、そうなる前の段階で、クラスター

協議会の中で、もうちょっと丁寧にお話がで

きなかったのかなというのが私の疑問なんで

すけれども。ぜひ、今後はそういうことにな

らないように、慎重にしっかり――約定とか

法律的に言えば、それはもう何も問題ありま

せんと、もう紋切りになってしまうんでしょ

うけれども、そうじゃなくて、やっぱり丁寧

に地域の意見も反映してもらいながらやって

いくということに心がけていただきたいなと

いうふうに思ってますので、要望でございま

すけれども、よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○末松直洋委員長 よろしいでしょうか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 

○磯田毅委員 前川委員のおっしゃったこと

と関連するわけですけれども、５ページのこ

の収入保険加入緊急支援事業の中で、実は、

保険料が多分11％だったと思いますけれど

も、今年の保険料が上がったという中で、１

割以上上がるということは非常に負担が重く

なるということで、私も議会で取り上げたこ

とがありますけれども、積立部分と掛け捨て

の部分がありますけれども、それも補償の割

合が８割なのか７割なのか、自由度はかなり

ありますけれども、前川委員がおっしゃった

ように、非常に最初加入するのにはハードル

が高いということからすると、保険料も上が

ってくるというのは、昨年７月豪雨で、多分

1,000億以上の農業被害が出とるということ
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も考えると、やっぱりこういう保険制度の充

実というとは、これから先、家族農業を守る

ためにも絶対必要なものだと、事業だと思い

ますので、そういった負担が増加することも

実は非常に心配ですので、そういったところ

ではどうでしょうか。 

 

○加藤団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 今まさにおっしゃられたとおりですけれど

も、まず、保険制度の全体像をお話しさせて

いただきますと、まず、こちらの制度は、平

成31年の１月から制度が始まりまして、全国

で、規模的に10万経営体を目指していく。そ

の中で、今６割が目標達成している状況で、

まだまだ母体の母数が少ないという中で制度

設計がなされるというところになります。 

 また、基本的な保険料の算定の考え方とし

まして、10年間の収入状況を見てからという

ことですので、まだまだ制度設計が改善の余

地がある制度で、まだ進行形の状態であると

いうところがございます。 

 また、加入の部分につきましては、一般的

な事例では、1,000万の収入経営規模のとこ

ろを例示されますけれども、今おっしゃられ

たとおりの上限のまず保険の部分をどこから

スタートするのか、また、どの程度まで保険

を見込むのかというような算定で、算定次第

では、保険料の保険部分が４割ほど減額でき

るというところもございますし、掛金の支払

いに当たっては、分割して支払うことも可能

だということで、その辺りはシミュレーショ

ンのほうを県の農業共済組合のほうが丁寧に

行うというところで、まず御相談していただ

く中で、そういった、どういうふうな形で入

ったほうがいいのかというところを御相談さ

せていただいておるという状況にございま

す。 

 ですので、まず一般的な、先ほど御説明し

ました1,000万の収入があれば、積立部分が 

22万5,000円というところの高額な部分がち

ょっと先行している嫌いもありますので、収

入保険の発動の際は、つなぎ融資という制度

もございますし、メリット部分をかなり強

く、まず広報等をしまして、どういった形で

入っていただくのか、そういったところを留

意しながら進めていきたいと考えておりま

す。 

 説明は以上です。 

 

○磯田毅委員 大体分かりましたけれども、

私も直接価格安定制度のほうに入ってまし

て、そっちのほうで今年も恐らく相当な金額

が補償されるということかと思いますけれど

も、そういった価格安定制度との整合性とい

うのをしっかり国に求めていってもらいたい

というのは、これ要望です。 

 

○末松直洋委員長 よろしいでしょうか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 

○渕上陽一委員 すみません。その収入保険

制度で、実質、今どのくらいの農家、例えば

認定農家で何割ぐらい入ってらっしゃるとい

うのは分かるんでしょうか、収入保険の。 

 

○加藤団体支援課長 こちらの収入保険は、

まず、青色申告というところが、ちょっとハ

ードルといいますか、デメリットと言われて

いるところもありますが、まず、青色申告が

約１万5,000経営体あります。その中で、昨

年度末で2,123経営体があってまして、今年

が2,800、また、令和５年度にかけまして 

3,540というところで目標を定めて取り組ん

でおるところです。 

 説明は以上です。 

 

○渕上陽一委員 先ほど部長のほうから説明

があったとおり、農業は自然相手で、いつ災

害あるか分からぬような状況の中で、また、
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農家の人の考え方で保険も選ばれるんだろう

なというふうに思いますけれども、もう何度

も言いますが、先ほど言われたとおり、農家

にとってはやっぱりセーフティーネットに私

はなってくるというふうに思っておりますの

で、ぜひとも、できるだけ加入を上げて、安

定して経営ができるように今後取り組んでい

ただければというふうに思いますので、デメ

リットばかりが出ないようにしっかりメリッ

トのほうも宣伝していただければと思いま

す。 

 

○末松直洋委員長 要望でよろしいでしょう

か。 

 

○渕上陽一委員 はい。 

 

○末松直洋委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○吉永和世委員 ６ページの流通アグリビジ

ネス課で先ほど御説明あって、新しく県水産

物を提供するフェアに要する経費を出すんだ

ということでございましたが、この新型コロ

ナによって飲食店あたりでの消費が減ってい

ると、その反面、家庭での消費が増えてきて

いるという中に、その水産物をいかに入れ込

んでいくかというのが大きな課題かなという

ふうに思うんですけれども。しかし、この状

況は、全国水産県においては同じ考え方なの

かなと思うんですが、その中で、熊本県の水

産物をそこにしっかりと使っていただくとい

うような形にするためには、やはり独自の何

かすばらしい、何かこう戦略がないと、なか

なか難しいような気もするんですが、そこら

辺は何かあるんでしょうか。 

 

○中島流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 委員御指摘の熊本県内の水産物をどのよう

に県内の家庭に入れていくかと、そういった

御指摘につきましては、今回の事業の拡充の

部分にも当たるわけですけれども、地産地消

協力店のフェアの開催、こちらのほうにつき

まして、これまで、県内の鮮魚店さん、こち

らのほうが地産地消協力店のほうに加入をさ

れていなかったという状況になります。で、

影響を受けております水産物を取り扱われま

す鮮魚店さん、こういった方々も地産地消協

力店のほうに多く参加いただきまして、そし

て、一般の家庭の皆様方が多く消費いただけ

るような取組を進めていこうということで考

えております。 

 もう一点は、水産振興課のほうが、昨年度

も行われました県外向けの量販店、こちらの

ほうにおきましても、県内の揚がった水産

物、こちらを県外の量販店、特に九州管内の

量販店のほうですけれども、そちらのほうで

多く消費していただくようなフェアのほうを

行うこととしております。 

 

○吉永和世委員 対応いただいていることに

対しての感謝を申し上げますが、できれば、

やはり県内、できれば九州管内、できればも

うそれ以上、全国で消費してもらえれば一番

いいんですが、ぜひ連携を取っていただい

て、ぜひこのチャンスにすばらしい成果を出

していただくようによろしくお願いしたいと

思います。 

 

○末松直洋委員長 要望でよろしいでしょう

か。 

 

○吉永和世委員 はい。 

 

○末松直洋委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○渕上陽一委員 ７ページの農産園芸課の丸

新の一番上のほうですけれども、園芸産地に
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おける事業継続強化対策ということで、災害

に強い園芸産地の形成にということでありま

した。 

 私も県議になってちょうど15年になりまし

たけれども、毎年この時期になると要望に来

られるのが、実は、ガラスのハウスが今そこ

40年たっておりまして、台風が来て、この台

風でここのガラスが飛び散ったときには、多

分周りの土から入れ替えぬといかぬという要

望がずっと来ておりました。なかなか、今す

ぐその事業、まあ15年たってもまだできない

ということは、なかなか難しいところがある

んだろうかというふうに思いますけれども、

もうそろそろそういった本当に災害が来たと

きにどう対処できるのかということを考えた

ときに、少し知恵を使っていただいて、こう

いった事業があるなら、そういったところに

も何か見てもらえるようなことができないか

というふうに思っておりますので、これも要

望で構いませんので、しっかり検討していた

だければというふうに思っております。 

 

○末松直洋委員長 よろしいでしょうか、要

望で。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 

○荒川知章委員 新型コロナウイルスの感染

拡大による農林水産物への影響についての資

料の２ページ、上から２番目で国による緊急

事態措置またはまん延防止等重点措置に伴い

影響を受けた農林漁業者への支援金とありま

すけれども、これは、農林漁業者へはどうい

った形で周知をされているんでしょうか。 

 

○深川農林水産政策課長 コロナ関係の周知

につきましては、各所管課のほうで各団体把

握しておりますので、各所管課を通じまして

各団体のほうに周知をしているところでござ

います。 

 この件につきましても、予算の内容、詳

細、そういったものについては周知をしてお

るところでございます。 

 

○荒川知章委員 かなり困ってらっしゃる農

林漁業者いらっしゃいますので、知らなかっ

たということがないように、ぜひ徹底してい

ただければと思います。お願いします。 

 

○末松直洋委員長 よろしいでしょうか。ほ

かに質疑はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○末松直洋委員長 なければ、以上で前半グ

ループの質疑を終了します。 

 それでは、説明員の入替えを行いますの

で、ここで５分間休憩をしたいと思います。 

 再開は、10時55分からといたします。 

  午前10時49分休憩 

――――――――――――――― 

  午前10時54分開議 

○末松直洋委員長 それでは、休憩前に引き

続き会議を開きます。 

 まず、後半グループ各課の付託議案につい

て、担当課長から資料に従い順次説明をお願

いします。 

 なお、執行部からの説明及び質疑応答は、

効率よく進めるため、着座のまま簡潔に、ま

た、発言内容が聞き取りやすいように、マイ

クに近づいて、明瞭に発言いただきますよう

お願いいたします。 

 

○清藤農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 常任委員会説明資料(予算関係及び条例等

関係)の９ページをお願いいたします。 

 ２段目の土地改良事業等指導監督費につい

ては、説明欄の土地改良区体制強化事業で、

土地改良法の改正により、土地改良区におい

ては、令和４年度から複式簿記会計の導入が

義務化されております。 

 このため、これに対応するため、新規事業
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として、複式簿記の導入に向けて、熊本県土

地改良事業団体連合会が実施する巡回指導や

会計の専門家の配置に対して助成を行うもの

です。 

 なお、本事業については、国の補助事業に

より、全額国庫補助となりますが、本年度の

制度改正により、県経由の間接補助となった

ことから補正予算で対応するものです。 

 農村計画課は以上です。 

 

○青木農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 10ページをお願いいたします。 

 10ページ、国庫支出金返納金につきまして

は、過年度に実施した農業農村整備事業の事

業費確定等に伴う国庫支出金や市町村の負担

金の返納金となっております。 

 農地整備課は以上でございます。 

 

○𠮷住むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 11ページをお願いします。 

 鳥獣被害防止総合対策交付金国庫返納金で

ございます。 

 これは、山都町のジビエ加工施設が、国産

ジビエの認証取得に向けた改修を行っており

ますが、交付金を使って建てた既存施設に手

を加えますので、その分の返還ということに

なります。農政局と相談しながら、事務手続

に従い、返納手続を進めております。 

 むらづくり課は以上です。 

 

○青木農地整備課長 続きまして、令和２年

度一般会計事故繰越し繰越計算書の報告につ

いて御説明いたします。 

 38ページをお願いいたします。 

 38ページ、県営中山間地域総合整備事業

費、農業生産基盤整備事業費、農村地域防災

減災事業費、３つの事業を上げております

が、これらは全て農地や農業水利施設、農地

防災のための施設を整備する工事を行うもの

でございます。 

 これら事業につきましては、令和２年７月

豪雨の影響により、施工業者における人員確

保が困難となり、工事施工に不測の日数を要

したことが繰越しの主な理由となってござい

ます。繰り越した工事につきましては、いず

れも施工業者との契約を締結しており、年度

内の完了を目指して事業の進捗を図っておる

ところでございます。 

 39ページをお願いいたします。 

 団体営農地等災害復旧費、県営農地等災害

復旧費の２つを上げてございます。 

 こちらは、農地、農業水利施設の災害復旧

を行うための事業でございますけれども、こ

ちらも、令和２年７月豪雨の影響により、施

工業者における人員確保が困難となったこと

による繰越しでございます。 

 こちらにつきましても、いずれも施工業者

との契約を締結しており、年度内の完了を目

指し、事業の進捗促進を図っているところで

ございます。 

 農地整備課は以上です。 

 

○笹木森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 資料の40ページをお願いいたします。 

 １段目の間伐等森林整備促進対策事業費に

つきましては、助成を行った施工業者の林内

の路網開設工事において、コロナウイルス感

染症対策として、工事の施工体制を見直さざ

るを得なくなり、不測の日数を要したものが

１件となっております。これについては、年

度内の完了を予定しております。 

 また、２段目の県有林整備事業費につきま

しては、県有林の作業道の維持修繕工事に関

し、工事着手後の豪雪により、除雪作業に不

測の日数を要したものが１件となっておりま

す。これについては、既に工事は完了済みと

なっております。 
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 森林整備課の説明は以上でございます。 

 

○山下林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 41ページをお願いします。 

 １段目の県営林道事業費は、令和２年７月

豪雨の影響により、資材運搬路が被災し、工

事車両の通行が困難となったため、工事施工

に不測の日数を要したものが４件でございま

す。 

 ２段目の単県林道事業費につきましても同

様に、７月豪雨により資材運搬路が被災した

ことで、工事施工に不測の日数を要したもの

です。 

 ３段目の現年林道災害復旧費は、２件繰り

越しておりますが、いずれも令和元年の林道

災害復旧事業の工事施工箇所が、令和２年７

月豪雨により再度被災し、工法の再検討に不

測の日数を要したため、繰越しとなったもの

です。いずれも年度内完了を予定しておりま

す。 

 林業振興課は以上です。 

 

○中尾森林保全課長 森林保全課です。 

 42ページをお願いします。 

 治山関係事業の事故繰越理由は、全て７月

豪雨に関係するもので、まず、１段目の治山

事業費及び２段目の治山激甚災害対策特別緊

急事業費については、施工業者における作業

員の確保が困難で不測の日数を要したもの

で、それぞれ18件と７件となっております。 

 ３段目の緊急治山事業費については、作業

員の確保及び資材の確保が困難となったもの

で６件、４段目の単県治山事業費は、工事施

工区域ののり面崩壊が発生し、復旧に不測の

日数を要したものが２件となっております。 

 43ページをお願いします。 

 保安林整備事業費は、７月豪雨の影響で資

材搬入路が被災し、通行困難となったものが

１件となっております。 

 以上、事故繰越した地区につきましては、

いずれも年度内完了を予定をしております。 

 森林保全課は以上です。 

 

○𠮷住むらづくり課長 むらづくり課です。 

 45、46ページをお願いします。 

 第７号議案で、熊本県ふるさと・水と土保

全基金条例の一部を改正する条例の制定につ

いてでございます。 

 ここの条例の基金は、中山間地域や棚田地

域などで活用できることとなっております。 

 中山間地域とは、地域振興５法のいずれか

で指定された地域であると条例で定義をして

おります。 

 今回の改正は、５法のうち過疎地域自立促

進特別措置法が令和３年３月末で失効し、新

しく過疎地域の持続的発展の支援に関する特

別措置法が施行されたことを踏まえて、条文

中の法律名を変更するものでございます。 

 むらづくり課は以上です。 

 

○青木農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 資料の47ページをお願いいたします。 

 議案第12号、工事請負契約の変更について

でございます。 

 平成30年11月議会において議決されました

硴江地区農村地域防災減災事業第４号工事の

請負契約につきまして、工期について、令和

３年７月30日までを令和３年10月29日までに

変更するものでございます。 

 事業の概要につきましては、48ページのと

おりで、排水ポンプの製作、据付けを行う工

事でございます。 

 請負契約の変更理由につきましては、３番

に記載しておりますが、ポンプ設備の据付け

に当たりまして、既設の配管との接続調整に

時間を要することによるものでございます。 

 続きまして、49ページをお願いいたしま

す。 
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 議案第13号、もう１件工事請負契約の変更

についてでございます。 

 令和元年11月議会において議決されました

大切畑地区県営農地等災害復旧事業第１号工

事の請負契約につきまして、契約金額につい

て、63億2,528万2,348円を70億617万5,176円

に変更するものでございます。 

 事業の概要につきましては、50ページのと

おりで、ダムの堤体に関する工事でございま

す。 

 主な変更理由につきましては、３番に記載

しておりますが、堤体盛土材の含水比調整や

粒度調整に必要な仮置場の造成、湧水、流入

水の増加に伴う河川転流工、それから仮設の

井戸による排水の増加、軟弱地盤の土壌改良

の増加によるものです。 

 農地整備課は以上でございます。 

 

○末松直洋委員長 以上で後半グループの説

明が終わりましたので、質疑を受けたいと思

います。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のまま説明をしてください。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○前川收委員 今説明いただきました48ペー

ジ、議案第12号、工事請負契約の変更につい

てでありますが、この工事そのものについて

は、変更理由についても理解できますし、そ

れはもうそれで結構です。 

 ただ、一つ気になるのは、多分これ排水機

場が出来上がった後に、地元の土地改良区も

しくはその他の団体に移管なさるのだろうと

いうふうに思ってますが、そこの確認が１つ

です。 

 その際、前も私はこの委員会で言ったのか

ほかのところで言ったのかよく分かりません

が、地元に移管された後の維持管理について

が、ポンプの業者さんとか、そのポンプ屋さ

んというんですかね、非常に専門的なその知

見を持っとかないと修理ができないやつが多

くて、一般的に、ちょっと修理してください

と言って、地元の何か電気屋さんとか機械屋

さんに頼んでもできないことがとっても多い

んですね。この会社がどうかは私はよく分か

りませんが、ぜひ汎用性というんですかね、

移管された後の修理その他、排水機場という

のは絶対壊れますから、ずっと未来永劫使え

る施設は、物ですからないわけですから、そ

のときに、要は汎用性があるものを使ってい

ただいとけば、地元の土地改良区とかその他

の民間の皆さん方の維持管理がとてもしやす

いんです。 

 ただ、特許物とか、ここでしかできません

よとか言われちゃうと、この会社があるうち

はいいでしょう。会社だって未来永劫絶対あ

るわけじゃないから、会社がなくなったとき

も困るし、場合によっては、えらいよそから

来てもらわなきゃいけないから、ちょっと壊

れたから見に来てくださいで、出張旅費だけ

で20万円かかりますとかね。私は経験してま

すから、そんなこともないわけじゃないんで

すけれども、ここの場合はどうですか。教え

てください。 

 

○青木農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 ただいま御質問ありました排水機場の造成

後の、まず管理についてでございますけれど

も、こちらのほう、排水機場の管理につきま

しては、基本的に市町村に移管するというこ

とになっておりまして、この機場についても

同様に扱うことになってございます。 

 それから、もう一つ、メンテナンスという

ことでございます。 

 排水機場、ポンプの設備がどうしても特注

品になることが多いという点がございます。

ここのポンプにつきましては、もともと陸上



第３回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（令和３年６月30日) 

 

 

 

- 17 - 

ポンプであったものを水中ポンプに変更し

て、大型のもの４つであったものを８つに変

えてということで、比較的小型のものに変え

てということでございます。ですので、以前

よりも、何というか、汎用のものというわけ

にはいきませんけれども、扱いやすいポンプ

にはなっているということでございます。 

 ただ、やはりメンテナンスには、このポン

プは、製作を請け負っておりますのが酉島製

作所でございますけれども、やはりちょっと

各メーカーの技術というものが必要ですの

で、そこのところは、各メーカーとの取引と

いうことが必要になってくるかと思ってござ

います。 

 ここについては、市町村のほうで保守契約

などを結んでいただくことになろうかと思い

ますので、もしその点で、何か難しい点、不

都合な点がありましたら、県としても相談に

乗るということで対応していきたいというふ

うに思っております。 

 

○前川收委員 この業者さんとかこの工事に

限らずであります。一般論として言わせてい

ただきますけれども、排水機場であったりと

か、あとは用水の井堰ですね、堰。転倒式と

か風船式とか、昔はいろいろありましたよ

ね。それらのものを総じてでありますが、造

るときにはいいんですよ。今が最新技術でこ

れがという話で、とてもいい話だけを聞いて

造ります。で、造った後に県がずっと管理な

さればいいんだけれども、それはないです

よ。ほとんど市町村もしくは土地改良区、今

の排水機場の場合は市町村に移管されるとい

うことですが、それは、最初に造るときの契

約時に、その後の保守契約まで含めてきちん

と話をしといてもらわないと、移管された後

は、もうこれは業者ベースになってしまっ

て、汎用品じゃないやつ、そこ以外はできな

いという話になると、維持管理にかかる費用

というんですかね、部品１つ競争できない、

相見積りも取れない、そんな話で、もう言い

値ちゃ言い値ですよ、もう。 

 そうなってしまいますので、これは要望で

すけれども、ぜひ、その後のことまで考え

て、こういったものを造るとき、県で管理し

てるやつもやっぱりそうですよ。県がずっと

未来永劫、県が管理するやつはいいとは言い

ません。やっぱり税金使ってやるわけですか

ら、後々のことまで含めて考えていただきま

すようにお願い申し上げます。 

 これは要望です。 

 

○末松直洋委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 なければ、以上で後半グループの質疑を終

了します。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第７号、第12号及び第

13号について、一括して採決したいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○末松直洋委員長 異議なしと認め、一括し

て採決いたします。 

 議案第１号外３件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○末松直洋委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第１号外３件は、原案のとおり可

決することに決定いたしました。 

 次に、今回付託された請第28号を議題とい

たします。 

 請第28号について、執行部から状況の説明

をお願いいたします。 

  

○楮本農産園芸課長 まず、請願の内容につ

いてでございますが、下の請願事項のとおり

３点ございます。 

 １点目は、新型コロナによります米の在庫

量を国が買い取るなどして需給改善を図り、

米価下落に歯止めをかけること、２点目とし
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まして、生活困難者や学生等に対しまして、

食料支援制度を創設し、国が支援すること、

３点目としまして、外国産米につきまして

は、需要状況に応じまして輸入数量を抑制す

ること、以上の３点でございます。 

 次に、これに対します国の対応状況につい

て御説明いたします。 

 まず、１点目でございますけれども、米価

は、その年の在庫量との相関がございます。

 現在、在庫量が多くなってございますの

は、東北など主要県を中心に、需要量以上の

生産がなされていることが根本的な原因だと

されてございます。 

 国では、昨年12月以降、特に重点県との意

見交換を個別に実施するなど積極的なキャラ

バンを実施してございます。 

 また、令和２年度３次補正と３年度の予算

で3,400億円を確保しておりまして、飼料用

米等への作付転換を支援しながら、需給の改

善を進めているところでございます。 

また、コロナ禍の対策としまして、消費拡

大対策も実施されてございます。 

 なお、県産米の米価につきましては、計画

的な作付に取り組んだ結果、需給バランスが

取れておりまして、前年並みの米価となって

おります。 

 次に、２点目でございますが、生活困難者

等への食料支援でございますが、農林水産省

では、食育の一環として、子ども食堂に加え

まして、生活困難世帯へのこども宅食に対す

る無償提供を開始してございます。また、提

供数量の上限も４倍に拡大する方針でござい

ます。それに加えまして、輸送車両や食品保

管費に対する助成、企業から提供されます食

品等の情報収集、発信にも取り組まれてござ

います。 

 ３点目の外国産米につきましては、国産に

影響が出ないように、加工用米や飼料用米な

どに活用されている状況にございます。 

 国においては、以上のような対応がなされ

ている状況でございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○末松直洋委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

 

○山本伸裕委員 今の説明で１番目ですね。

計画的な作付で県内の米価については安定し

ているというようなお話でございましたが、

先ほどの請願者の説明でもありましたですけ

れども、かなり今消費が落ち込んでいること

と、その在庫量が当初の見通しよりも大幅に

増加して、来年も非常に米価格が下がってい

くのではないかというようなことが指摘をさ

れております。 

 そういう点から言うならば、県内の米につ

いても影響は避けられないのではないかとい

うふうに思うんですが、それはどういう見通

しでしょうか。 

 

○楮本農産園芸課長 委員御指摘のとおり、

現在非常に全国的に供給過剰状態となってい

ると、在庫量が増えてきているというのは、

先ほど説明したとおりでございます。ただ、

一方では、そういう危機感もございまして、

先ほど申しました全国キャラバン等々で実施

をいたしまして、これは４月末現在でござい

ますけれども、令和３年度産につきまして

は、全国で６万7,000ヘクタールの減少が必

要だったわけですけれども、４月末時点で３

万7,000ヘクタールの減少が図られておりま

す。残り3万ヘクタールということで、現

在、先ほど言いましたような予算、キャラバ

ン隊等々を活用しまして、主要県を中心に積

極的な作付転換が図られているような状況で

ございます。 

 本日の日本農業新聞にもございましたが、

主要県の一つでございます富山県につきまし

ても、基本的に目標を達成したと。で、それ

以上の深掘りをするために、さらに200ヘク



第３回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（令和３年６月30日) 

 

 

 

- 19 - 

タールを作付転換していくというような記事

もございました。各県非常に危機感を感じて

おりまして、そのような方向で進んでいく

と。 

 ただ、一つ心配されますのは、作況によっ

てそれが非常に変わってございます。作況が

１変わるごとに、数万トンの増加になるとい

うようなことでございますので、その辺はそ

の作況を見ながらというのもございますが、

まずはできることから作付転換をしっかりし

て、できることから需給調整を図っていくと

いうようなことが重要だということで、全国

的にそういうようなことで進められている状

況にございます。 

 

○山本伸裕委員 今のやっぱり流れから考え

れば、転作、作付転換というのは、やっぱり

ちょっと限界があるんじゃないかというふう

に思ってるんですね。 

 政府は、36万トンの転作を求めているとい

う一方で、77万トンミニマムアクセス輸入を

やってるんですけれども、例えば、ＲＣＥＰ

で米や野菜とか果物とか関税が撤廃されて、

非常に県内の作物についても影響が懸念され

るところで、果たして転作が、希望、展望を

持って順調にやられていくのかというような

ことも考えていかないといけないし、米とい

うのは、基本だと思うんですね、農家の生活

を支える上で。米作って飯が食えないという

ような状況が言われてますけれども、全国的

にその米価格が低下しているような傾向とい

うのは、やっぱり熊本も無関係というわけに

はいかないような状況になっていくんじゃな

いかというふうに思いますし、そこは言われ

ているように、すみません、農政連の「みど

りの風」という雑誌を読んでたら、山田俊男

参議院議員も、国会で、今の状況は、平成25

年、26年と同様の米価暴落の図式を招きかね

ないということで、自由な生産、流通、販売

を許してはいけないと、政府が在庫として積

み上げることも必要だというようなことで提

案をされておりますけれども、これは保守革

新関係なく農政連も、おっしゃっているよう

に、しっかりこれは政府の責任で市場から引

き離していって、米の価格の暴落を食い止め

るというような手だても必要ではないかとい

うようなことを思うんですけれども、いかが

でしょうか。 

 

○楮本農産園芸課長 委員おっしゃるとお

り、これはもう全体としてしっかり考えてい

かなきゃいけないことだと思っております。 

 実は、本日が経営安定対策の計画の締切日

というふうになってございます。本日の６月

末の段階で、全国的にどのくらい、先ほど言

いました４月以降どのくらい減ってきている

のかというのは、しっかり今回の計画書で分

かるというふうに国も考えておりますし、そ

れを見ながら、もう一つ、基本的には、先ほ

ど言いましたような作付転換というのを進め

ながら、また、今回の６月末の状況を見なが

ら、次必要な対策は検討していくというよう

なことで国のほうは考えているようでござい

ます。 

 ただ、県といたしましても、確かに需給バ

ランスがきちんと取れておりますし、今のと

ころ価格的には前年並みというような状況で

ございますが、豊作になれば、またそういう

状況は変わってくると思いますので、そこは

しっかり状況を見ながら対応していきたいと

いうふうに考えております。 

 

○前川收委員 山本委員の御心配も、もちろ

ん私たちも共有している部分もたくさんござ

います。 

 この後の米の需給状況によっては、米価が

下がるということになると、それは困るとい

うふうに思っていますが、請願の内容を見る

と、直ちに政府買取りと市場隔離という話に

なっておりますし、それから、ミニマムアク
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セスについても、数量制限の抑制を直ちに実

行しろというような非常にストレートで強力

な請願内容になっておりますので、ここは一

旦、私は、心配は心配として共有しながら、

しっかり市場等々や作付状況、それから作況

等も見極めてもらいながら、県内の米価の状

況をしっかり見極めていただきたいとは思っ

ておりますが、今回のこの請願に限っては、

まだちょっと時期尚早という意識を持ってお

りますので、委員長、否決でお願いしたいと

私は思っております。 

 

○山本伸裕委員 ちょっとこれは要望で結構

なんですけれども、このミニマムアクセス米

のことで、これはちょっと確認を後でお願い

できればと思いますけれども。平成11年の３

月９日、衆議院の農林水産委員会で、ＷＴＯ

の協定のどこにも、このミニマムアクセス米

については、その義務的輸入だというような

ことは書かれてないわけですね。もちろん、

その最低量の輸入機会を提供するというよう

な位置づけはなされてるんだけれども、定量

を輸入しなければならないという取決めはな

されてないんですよ。 

 それで、政府の閣議決定で、このミニマム

アクセスの量について確認されて、77万トン

というようなことなんだけれども、同じよう

にアメリカとミニマムアクセスの取決めをし

ている韓国は、決して輸入が一定量というわ

けじゃないんですよね。減少したりしている

わけですよ。やっぱり今米の消費量が減少し

ていると。77万トンと定めた当時の米の消費

量は約1,000万トンだったんだけれども、現

在は700万トンに減少していると。その減少

分から考えれば、77万トンは、57万トンとい

うような、同じ率で考えればというふうに減

少することだって、十分これは交渉の余地が

あるんじゃないかなというふうに思うんです

よね。 

 そういう点では、ぜひ、このミニマムアク

セスの米の輸入に関しては、これだけ米の消

費が落ち込んでいるときに、どんどん一方で

はアメリカから輸入していると。それが、そ

の加工米だとか飼料用とかのほうにかなり影

響を及ぼしている部分もあるわけですから、

そういう点では、ぜひ、その部分も政府に対

して、聖域とせずに声を上げていただきた

い。これは要望として申し上げたいと思いま

す。 

 

○末松直洋委員長 要望でよろしいでしょう

か。 

 ほかにありませんか。 

 なければ、これで質疑を終了いたします。 

 次に採決に入ります。 

 請第28号について、いかがいたしましょう

か。 

  （｢採択」「不採択」と呼ぶ者あり) 

○末松直洋委員長 採択、不採択の両方の意

見がありますので、採択についてお諮りいた

します。 

 請第28号を採択することに賛成の委員の挙

手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○末松直洋委員長 挙手少数と認めます。よ

って、請第28号は不採択とすることに決定い

たしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○末松直洋委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 最後に、その他で委員から何かございませ

んでしょうか。 

 本日は、出席職員が限定されておりますの

で、この場でお答えできない場合について

は、後日回答させていただきます。 
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 委員から何かありませんか。 

 

○山本伸裕委員 ちょっと先ほども申しまし

たけれども、ＲＣＥＰが、国会で可決、承認

をされて、年内にも発効するというふうに言

われておりますけれども、このＲＣＥＰによ

って、県内の農産物、果物とか野菜とか、ど

ういう影響が出るかというような試算はされ

てらっしゃいますでしょうか。 

 

○深川農林水産政策課長 御指摘がありまし

たとおり、今参加国の国内手続が終わります

と、協定が発効する段階にまで至っておりま

すけれども、まだ発効しておりませんので、

具体的な内容については、まだ試算はしてお

りません。 

 

○山本伸裕委員 これは、農水省の資料によ

ると、例えばショウガであるとか、あるいは

ブロッコリー、それから、果物で言ったら、

ミカンとか柿とかブドウとか、そういったも

のの関税撤廃というようなことになっている

ようなんですよね。相当やっぱり県内の農産

物についても影響が懸念されるわけで、年内

発効というようなことであれば、そこから非

常に深刻な影響が出るというようなことにな

ると、これは対応が後手後手になりかねない

ので、先ほど転作のお話もありましたですけ

れども、米の代わりに何か高収益の転作をし

ようと思ったら、そちらのほうが関税が撤廃

されて大変な状況だというようなことになっ

たら、本当何ていうか、農家にとっては大変

な苦しみではないかと思うんですよね。ぜひ

早めにちょっとこれは影響について、試算、

対応の検討をお願いしたいというふうに思い

ます。 

 

○深川農林水産政策課長 ＲＣＥＰにつきま

しては、御指摘のとおり、世界のＧＤＰ、あ

と貿易総額及び人口の約３割を占める地域の

すごい巨大な貿易圏というふうに伺っており

ます。 

 これまでも、日米貿易協定、ＴＰＰ、日欧

のＥＰＡとか、まず政府が試算をして、それ

を熊本県内で当てはめるというような試算の

形を行っております。まずは、国の動きを注

視しながら、その動きを待って私どもも機敏

に動けるようにしていきたいと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○山本伸裕委員 お話があったように、政府

は、これ試算してないんですよね。非常にち

ょっとこれは問題だと思います。一方で、例

えば、東京大学の鈴木宣弘教授は、影響を試

算してるんですよ。農業生産減少額5,600億

円と、野菜、果物だけで860億円と、具体的

な数字も出ていますので、これは、熊本県、

農業県で非常に深刻な影響が懸念されるの

で、もちろん国に対しても、それは試算を急

いでというようなことは言いつつも、もう大

体資料が出ているわけですから、そういう点

で県のほうとしての対策を急いでいただきた

い。 

 

○末松直洋委員長 要望としてよろしいでし

ょうか。 

 

○前川收委員 ウッドショックの件について

ですけれども。もう一般質問の中でも部長お

答えいただいておりますが、国内産の材の不

足、外材が入ってこないことによる国内産が

足りないと。そのことによって材価が上がっ

ているという状況が生まれているわけであり

ますが、山元の森林所有者、もしくは森林・

林業に関わる者からすれば、国産材が上がる

ことは、とてもありがたいことで、いいこと

なんですね。ところが、建築業者さんたちが

なかなか、外材に依存していた業者が特に非

常に困っているという状況が共にあるわけで
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ありますから、ぜひ、新しい組織もおつくり

になるというお話でありましたが、現状を把

握していただき、それを次にどうつなげてい

くかということについて、いろんな情報収集

の下でお考えいただきたいなというふうに思

っております。 

 単に山元から、山から材をたくさん出して

くださいと言われたって、そんなのすぐにで

きるはずはないわけで、熊本県においては、

皆さんのおかげで林業大学までつくって、林

業後継者の育成には本当にこれまでも御努力

をいただいておりますが、それでも足りない

わけであります。後は、安定的に材を出すこ

とが我々にとってその安定につながるという

ことじゃないと、仮に外材がまた元のように

入ってきましたよという話になったとき、ま

た元に戻しますということであれば、我々は

やっぱり投資できないわけですね。そうなる

かもしれないという思いも、一方では、そう

なってほしいという方がたくさん、元に戻っ

てほしいという方がたくさんいらっしゃるわ

けでありますから、そこを今回のウッドショ

ックを契機にして、国内産材の需要を高め

る、外材から置き換えていくという形になっ

て、うまくつながっていけばありがたいなと

いうふうに思っておりますが、どのような状

況をつくりたいと思ってらっしゃるのか、お

気持ちがあれば教えていただきたいと思いま

すけれども。 

 

○山下林業振興課長 ウッドショックにつき

まして、状況は委員が御説明されたとおりだ

と思いますけれども、まさにその課題となっ

ておりますのが、元に戻った場合がございま

す。 

 部長の一般質問答弁でもございましたよう

に、６月８日に、いわゆる川上から川下まで

の関係者12名の方にお集まりいただきまし

て、木材需給情報共有会議を開催いたしまし

た。 

 この中でも、いわゆる川下のほうから、今

までの木材価格が安過ぎたんだと、もっと上

げてもいいという話もございましたし、一部

外材を使っておられる住宅メーカーからも、

外材のリスクについての言及もあっておりま

す。 

 そういったものを、やはり市場の動向はあ

るものの、信頼関係に基づく需給安定供給体

制をつくることが大事と思いますので、関係

者の信頼関係の構築に向けて、一つは向かっ

ていくということ、それから、今新しい組織

ということで、新たな例えば中大規模の構造

物であるとか、外材が多いはり、桁に県産材

を使っていこうとかいう新たな需要について

は、新たなサプライチェーンをつくって、こ

れも定量的な流通がつくれるような体制をつ

くっていきたいというふうに考えておりま

す。このことで、こういった市場の乱高下に

も対応できるというふうな体制にしていきた

いというふうに考えております。 

 

○前川收委員 ぜひよろしくお願いしたいと

思います。 

 国産材が努力をしてこなかった部分、安定

的な材質であったりとか強度の問題とかとい

うのは、やっぱり仕方ないで終わってきた部

分が多分にあると思っています。外材の優れ

た部分は値段だけじゃなくて、強度が強い

し、品質が安定してて均一なものをすぐに入

手できるという、やっぱり国産材より強いと

ころがあったことは、我々も十分認識してま

すが、そこに負けないように我々もやってい

かなきゃいけないというふうに思ってますの

で、そこはやっぱり、例えば、材を出してい

る素材生産の川上から、おっしゃったように

川下まで、共通認識を持ってやっていかない

と、なかなかできないことでありますし、そ

れが調整できる人が、なかなか機関がないの

で、ここはぜひ県にもよろしくお願いしたい

と思っておりますので、ぜひ頑張ってくださ
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い。 

 ありがとうございました。以上です。 

 

○末松直洋委員長 よろしいでしょうか。 

 ほかに何かありませんか。 

 

○吉永和世委員 今私の地元に太陽光パネル

の設置があってるんですが、面積40ヘクター

ルということで。林地開発許可の分が昔は50

ヘクタール以上、今は数値が20ヘクタールに

変わってるのかよく分からないですが、50ヘ

クタールのときですから、40ヘクタールは林

地開発許可が要らないという状況で多分設置

がなされているんだろうというふうに思うん

ですが、見ると、余りにも民家と近すぎて、

非常に危ない状況じゃないのかなというふう

に思ってしまったんですが、設置に当たるま

でに民家とのこの距離というのも非常に大事

じゃないのかなというふうに思ってしまうん

ですが、そこら辺の調整というか、何か話合

いというか、何かそういうのはないものなの

かと思うんですが、それはどうなんでしょ

う。 

 

○中尾森林保全課長 林地開発許可につきま

しては、一応１ヘクタール以上で県の許可が

必要というふうになっております。その中

で、令和２年度より実施要領の改正をしまし

て、地元との協定の締結というのを義務づけ

ております。 

 その中で、当然、林地開発の４要件という

ことで、災害のリスクがないとか、そういっ

た４つの要件を満たしていることがもちろん

条件ですけれども、それ以外についても、地

元の懸念する事項については、協定を地元と

取った中で、地元の同意を得てやっていくと

いうことを実施要領の改正で義務づけている

というところでございます。 

 

○吉永和世委員 今なされているその工事に

関しては、地元との協定というか同意という

か、そういうのは取られているということで

すか。 

 

○中尾森林保全課長 昨年度の改正を令和２

年度から改正したものですから、その以前の

やつは取れてない部分もございます。新しい

ものについては全て取っているところでござ

います。 

 

○吉永和世委員 その前の多分申請という

か、それでやられているんだろうと思うんで

すけれども、平たんならいいんですけれど

も、まさしくその傾斜というか山間部、家も

その急傾斜地に建っているような感じなの

で、すごく危ない、もう見るからに危ないと

いう感じなんですけれども。今後何が起きる

か分からないというふうな状況なので、そこ

ら辺ちょっと何かしっかりと対応いただけれ

ばなというふうに思うんですが。 

ですから、今後、やはり民家との距離とい

うのはしっかりと持った中で設置するような

感じで対応いただいたほうが、私は、やっぱ

り安全性からいって、大事な部分かなという

ふうに思いますので、そこら辺はぜひ今後検

討いただければというふうにお願いしたいと

思います。 

 

○末松直洋委員長 要望でよろしいでしょう

か。 

 

○吉永和世委員 要望でいいです。 

 

○末松直洋委員長 はい。ありがとうござい

ます。 

 ほかに何かございませんか。 

 なければ、以上で本日の議題は全て終了し

ました。 

 これをもちまして、第３回農林水産常任委

員会を閉会したいと思います。 
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  午前11時35分閉会 
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